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１ はじめに 

国では、少子高齢化・人口減少、地域社会の脆弱化等、社会構造が変化する中で、様々 

な背景を持つ人々が、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民等が 

支えあい、生きがいや役割をもって地域をともに創っていくことのできる「地域共生社

会」（※1）の実現に向けた取組（図 1）を進めるため、令和 2 年（2020 年）7 月に社会

福祉法の改正を行い、第 106条の 4に「重層的支援体制整備事業」を規定しました（図

2）。 

この事業は、地域共生社会の理念を掲げ、包括的な支援体制の構築を進めることを目

指すもので、本人や世帯の属性を問わず包括的に相談を受け止め、関係機関全体で支援

を進めるとともに、公的機関だけでなく、地域の様々なネットワーク（見守り、助け合

いの関係づくり）と連携し、本人や家族と寄り添いながら、社会とのつながりを段階的

に創っていくよう支援するものです。 

また、これまでのような分野ごとの縦割り支援でなく、個別支援に地域支援が加わり、

人と人とのつながりを基盤としたセーフティネットの強化を図ることができます。 

本市においては、この事業を実施するために新たな施策を作るのではなく、既存の 

取組を活用しながら、市民一人ひとりが安心して暮らすことができるまちづくりを目指

していきます。 

本計画は、この地域共生のまちづくりを進めるにあたり、重層的支援体制整備事業に

ついて具体的な取組を示すために策定するものです。 

 

令和５年３月 

図１ 事業の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

👉 ※１ 「地域共生社会」とは 

 

 

 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域

の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ご

と』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていく社会 

地域共生社会

包括的支援体制

（社会福祉法106条３）

重層的支援体制整備事業

（社会福祉法第１06条４）

（方針・目標）

（政策・理念）

（手段・方法）
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（1）計画の位置付け 

重層的支援体制整備事業の実施にあたっては、社会福祉法第 106条の 5において、 
事業の提供体制に関する事項等を定める計画を策定することが規定されました。 

    また、本計画の上位計画である「第二次宇部市地域ふくしプラン（2021年（令和 3年） 

4月策定）」や「第五次宇部市総合計画 前期実行計画」においても、重層的支援体制整 

備事業に取り組むことを明記しており、事業を推進することで地域共生社会の実現を 

目指します。 

 

 

 

 

（2）計画期間 

  本計画の計画期間は、令和 4年度(2022年度)から令和 8年度(2026年度)までの 5年間

とします。  

ただし、社会状況の変化や関連計画との整合を図るため、必要に応じて見直しを行いま 

す。 
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図２ 第二次 宇部市地域ふくしプランとの関係 

 第二次 宇部市地域ふくしプラン 

宇部市次 
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２ 宇部市における包括的支援体制整備の取組 

（1）モデル事業（平成 29年度～令和 2年度） 

（地域力強化推進事業、多機関の協働による包括的支援体制構築事業） 
これまでは高齢者を中心に個別事例の対応から抽出された地域課題の解決に向け、 

地域支え合い会議（地域住民、支援者、社会福祉法人、宇部市社会福祉協議会、行政 

等で構成）を開催し、地域のネットワーク強化や社会資源の開発（買い物支援、認知症 

への対応、有償助け合い活動）等に取り組んできました。 

モデル事業では、この取組を子どもから高齢者まで全世代に拡充することで地域力の

強化（地域力強化推進事業）を図ってきました。この地域力の強化においては、民生委

員・児童委員や福祉委員等地域の支援者と協働し、地域活動や個別支援を通じて地域の

担い手の育成や新たな人材の発掘を行うなどの取組を実施しました。 

また、分野、属性を問わず、子どもから高齢者まで全世代の相談を身近な場所で受け

止める総合相談窓口「福祉なんでも相談窓口」を高齢者総合相談センター（地域包括支

援センター）や障害者相談支援事業所等、市内 15カ所に設置し、「福祉なんでも相談

員」の配置により包括的な相談支援体制の構築（多機関の協働による包括的支援体制構

築事業）に取り組みました。包括的に相談を受ける中で、複合的な問題を抱える世帯の

支援については、市に基幹の役割を持つ「福祉総合相談センター」を設置し、多機関で

検討する場を設けました。 

 

（2）移行準備事業（令和 3年度）   

重層的支援体制整備事業の本格的な実施に向けては、庁内関係各課の連携が不可欠 

であるため、庁内連携会議を定期的に開催し、庁内職員の意識の醸成及び各事業に 

おける情報共有を図ってきました。 

また、モデル事業に取り組む中で市内 15か所に設置した福祉なんでも相談窓口にお 

いて『アウトリーチ等を通じた継続的な支援』を実施し、潜在的なニーズを受け止め 

てきました。 

さらに、市に設置した福祉総合相談センターにおいて『多機関協働事業』を実施す 

ることで、複雑化・複合化した課題に対応してきました。 

 

（3）これまでの取組での課題 

①地域福祉プラン策定時に無作為抽出した市民を対象に行った宇部市地域福祉意識調 

査（令和 2年 6月）によるとさまざまな窓口があるにも関わらず、相談窓口につい 

て市民が十分認知しているとは言えず、また、近所との付き合いの程度はあいさつ 

を交わす程度が 41%と最も多く、地域の関係性が希薄化し、支援が必要な人に気づ 

きにくくなっています。 

  ②相談者の課題は、複雑化・複合化しており、単独の機関や既存の福祉サービス・社 

   会資源では解決できなくなっています。 

また、課題解決のために必要な「通いの場」や「中間就労」等多様な社会資源の把 

握やコーディネートができておらず、相談者が地域や社会とつながりにくくなって 
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います。 

③個別支援や地域課題解決のために必要な、人と人、人と地域のつながりが希薄にな 

っており、孤独死や自殺者がここ５年間増加の傾向にあります。誰もが住み慣れた 

地域で安心して生活を送るために支え合いの意識の醸成や担い手の育成、企業等分 

野を超えた連携による多様な社会資源（通いの場、居場所、中間就労、就労先等） 

の創出が必要になっています。 

 

３ 重層的支援体制整備事業実施体制（R4年度～）の目標 

   

これまでの取組で把握した課題を踏まえ、重層的支援体制整備事業に現状の社会資

源・行政資源を活用して、包括的相談支援事業、参加支援事業及び地域づくり事業の３

つの事業を一体的に実施し、気づきとつなぎの重層化や支援の重層化を図ることにより、

地域の支援力の強化を図り、「生きづらさ」を抱える市民の生活を効果的に支援するこ

と、人と人とのつながりを基盤としたセーフティネットの強化を図ることで市民一人ひ

とりが安心して暮らすことができるまちづくりを目指していきます。（図 3・4） 

  

 

目標１：気づきとつなぎの重層化 

 市民に対し、相談窓口について周知を図ります。 

また、地域の身近な支援者が、支援が必要な状況にあるにも関わらず支援が届 

いていない方に気づき、早期に相談窓口につなぐことができるよう地域支援者 

と関係機関との連携を強化し、気づきとつなぎの重層化を図ります。 

  

目標２：支援の重層化 

多様化した課題を解決するため、福祉サービスの提供のみでなく、「通いの 

場」や「中間就労」等多様な社会資源を把握し、ＳＯＳを発信している方に 

必要な資源をコーディネートすることで、社会とのつながりを促進します。 

また、福祉分野のみならず、分野を超えた関係機関や企業・事業所との連携 

を進め、支援の重層化を図ります。 

  

目標３：地域ネットワークの重層化 

人と人、人と地域がつながり・支え合う、様々な取組が生まれやすい地域づ 

くりを進めるため、地域住民による支え合いのネットワークと分野を超えた 

多機関協働のネットワークをつなぎ、地域で支え合うネットワークの重層化 

を図ります。 
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図３ 国が示す事業の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 宇部市の重層的支援体制 
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４ 具体的取組と各事業の目標 

 
表 1 実施事業一覧 

Ⅰ包括的な

相談支援の

体制 

分野 事業名 主管課 

高齢 
①地域包括支援センターの運営 

（高齢者総合相談センター） 
高齢者総合支援課 

障害 
②障害者相談支援事業 

（障害者相談支援事業所） 
障害福祉課 

子ども 

③利用者支援事業 

（子育て世代包括支援センター 

保育コンシェルジュ） 

こども支援課 

保育幼稚園課 

困窮 
④生活困窮者自立支援事業 

（生活相談サポートセンターうべ） 
地域福祉課 

共通 
⑤アウトリーチ等を通じた継続的支援 

事業（福祉なんでも相談窓口） 
地域福祉課 

共通 
⑥多機関協働事業 

（福祉総合相談センター） 
地域福祉課 

Ⅱ 参加  

支援 
共通 

① 参加支援事業 

（福祉なんでも相談窓口） 
地域福祉課 

Ⅲ 地域づ

くりに向け

た支援 

介護 
① 地域介護予防活動支援事業 

（ご近所福祉サロン） 
地域福祉課 

介護 
② 生活支援体制整備事業 

（生活支援コーディネーター） 
地域福祉課 

障害 ③ 地域活動支援センター（基礎的事業） 障害福祉課 

子ども 
④ 地域子育て支援拠点事業 

（子育てサークル） 

保育幼稚園課 

こども政策課 

困窮 
⑤ 生活困窮者支援等のための 

地域づくり事業 
地域福祉課 

 

 

 
 

Ⅰ 包括的な相談支援の体制 【設置形態（拠点の類型）：基本型事業・拠点】 

  包括的な相談を受け止める窓口として、市内 15か所に「福祉なんでも相談窓口」を設 

置し、福祉なんでも相談員を配置しています。福祉なんでも相談員は、属性を問わず、包 

括的に相談を受け止め、ニーズに応じて、各専門窓口と連携し支援しています。 

また、ふれあいセンター、金融機関、スーパー等身近な場所に相談窓口を開設する 

など窓口の周知に努めるとともに、地域の気づきが支援につながるよう地域との連携を強

化していきます。 

さらに、子ども、生活困窮者、障害者及び高齢者等の各専門窓口においても包括的に 

相談を受け止める体制を整えます。（図 5） 

各相談窓口で受け止めた相談の中で複雑化・複合化した課題に対しては、各窓口から 

多機関協働事業所である「福祉総合相談センター」につなぎ、ケース会議やセーフティ 

目標 1：気づきとつなぎの重層化 

６ 



ネットうべ支援会議（P10参照）においてプランの作成・役割分担し、各関係機関と 

連携しながら支援を進めていきます。 

相談窓口と関係機関が連携することで、一つの機関で抱え込むのではなく、多機関が協

働して課題解決に取り組むことができます。 

 

図５ 気づきとつなぎの重層化（包括的な相談支援の体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  地域包括支援センターの運営  

市や介護・医療・福祉などの関係機関と協力して、地域の方々の健康・生活・財産・

権利などを守るために設置された相談機関です。 

高齢者の暮らしを支える専門スタッフ（保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士） 

が揃い、いろいろな相談や手続き、交流、社会参加などさまざまな活動の窓口になって 

います。 

また、認知症の方やその家族を支援する認知症地域支援推進員も配置しています。 
 

 

 

設置場所 高齢者総合相談センター10 カ所（委託設置） 主管課 高齢者総合支援課 

目 標 

新規相談者数（年間実人数） 
現状値（R4.3） R8 目標値 

2,599 人 2,800 人 

目標の基本に 

なっている計画 
第二次宇部市地域ふくしプラン、第 8 期宇部市高齢者福祉計画 

６ 

住民・地域支援者

宇部市の包括的な相談支援の体制 気づきとつなぎの重層化により
支援の必要な方に早期に
支援をお届けします。

【属性を問わない相談窓口】 福祉なんでも相談窓口

福祉なんでも相談員 アウトリーチ等を
通じた継続的支援

地域連携ネットワークの構築により早期に
ＳＯＳをキャッチし、早期支援を実施する

対象者のニーズや課題に応じた
社会資源につなぐ

参加支援

専門窓口（相談の受け止め）

福祉総合相談センター

重層的支援会議
セーフティネットうべ

支援会議

多機関協働 庁内
連携会議

各分野の
協議会

課題

複合化・
複雑化
した事例

プランの作成
対応支援

複合化・複雑化した事例 プランの作成・対応支援

連携・支援

【高齢者】 【こども】 【障害者】 【生活困窮者】 【属性なし】

地域包括
支援センター

子育て世代
包括支援センター

Ubeハピ

障害者
相談支援事業所

生活相談

サポートセンター
うべ

地域・保健福祉
支援チーム

政策化
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②  障害者相談支援事業 
障害のある人の自立と社会参加の促進を図るため、専門的な知識を持つ支援員（コーデ 

ィネーター）を中心に、障害当事者や支援者に対する相談支援を行います。 

 

 

③ 利用者支援事業 

ⅰ）子育て世代包括支援センターUbeハピ 

妊娠期から子育て期にわたる総合相談支援を行う拠点として、保健師・看護師等の 

専門職が、妊産婦、乳幼児の保護者等からの相談を受けます。また、医療機関や地域・ 

保健福祉支援チーム専門職、子育て支援機関等の関係機関と連携し、切れ目のないきめ 

細かい支援を行います。 

 

 

 

  ⅱ） 保育コンシェルジュ 

保育コンシェルジュが、保育サービスに関する相談者に対し、各ご家庭にあった様々 

  な保育サービスについて必要な情報提供を行います。 

 

 

設置場所 

生活相談支援センターふなき、 

障害者生活支援センター  

 （委託設置） 

主管課 障害福祉課 

目 標 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による

専門的な指導・助言、人材育成の支援及び 

連携強化の取組の実施（年間実回数） 

現状値（R4.3） R8 目標値 

指導･助言、 

人材育成、連携

強化取組の体制

整備 

・人材育成のための

研修会等開催 2 回/年 

・連携強化のための

会議の開催 

１2 回/年 

目標の基本に 

なっている計画 
第６期宇部市障害福祉計画 

設置場所 
子育て世代包括支援センターUbeハピ 

（多世代ふれあいセンター：直営設置） 
主管課 こども支援課 

目 標 

妊婦に対する 7 か月面接の年間実施率 
現状値（R4.3） R8 目標値 

99.9％ 100％ 

目標の基本に 

なっている計画 

子育てプラン・うべ 

（第２期宇部市子ども・子育て支援事業計画） 

設置場所 市役所 保育幼稚園課（直営配置） 主管課 保育幼稚園課 

目 標 

年間相談のべ件数 
現状値（R4.3） R8 目標値 

772 件 772 件 

目標の基本に 

なっている計画 

子育てプラン・うべ 

（第 2 期宇部市子ども・子育て支援事業計画） 

８ 

８ 



④ 生活困窮者自立支援事業 
就労できない、住居がない、収入がない、借金がある等の悩みを抱えた相談者に対して、 

生活と就労に関する相談員が包括的な相談支援を行い、相談者に応じた自立に向けたプラ  

ンを作成し、関係機関と連携して支援を行います。 

 

⑤ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 
身近な地域に属性を問わない相談窓口「福祉なんでも相談窓口」を設置し、自ら支援を 

求めることのできない人等潜在的ニーズを関係機関とのネットワークの中から早期に把 

握し、利用可能な福祉サービスに関する情報の提供及び助言や支援へのつなぎを行ってい 

きます。 

また、本人との信頼関係の構築に向けた丁寧な働きかけ、継続的支援を行います。 

 

⑥ 多機関協働事業  

単独の支援機関では対応が難しい複雑化・複合化した世帯の対応についてセーフティネ 

ットうべ支援会議（支援会議、重層的支援会議）（P10 ※２）を開催し、支援の方向性等 

を関係機関と協議し、課題解決に向けた支援を進めます。 

また、包括的な支援体制を構築できるよう庁内連携や関係機関との連携の強化を図りま 

す。 

 

設置場所 
生活相談サポートセンターうべ 

（多世代ふれあいセンター：委託設置） 
主管課 地域福祉課 

目 標 

新規相談年間実件数 
現状値（R4.3） R8 目標値 

395 件 420 件 

目標の基本に 

なっている計画 
第二次宇部市地域ふくしプラン 

設置場所 

高齢者総合支援センター10か所 

障害関係事業所 4カ所、社会福祉協議会 

              （委託設置） 

主管課 地域福祉課 

目 標 

福祉的課題を抱える世帯の年間課題改善率 
現状値（R4.3） R8 目標値 

41.1％     65％ 

目標の基本に 

なっている計画 
第五次宇部市総合計画 前期実行計画 

設置場所 
福祉総合相談センター 

市役所 地域福祉課（直営設置） 
主管課 地域福祉課 

目 標 

課題解決年間実件数 
現状値（R4.3） R8 目標値 

０     20 件 

目標の基本に 

なっている計画 
第二次宇部市地域ふくしプラン 
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👉※２ セーフティネットうべ支援会議（支援会議） 

     セーフティネットうべ支援会議は、生活課題を抱えながら自ら支援を求めること 

   が困難な人や支援が必要であるにも関わらず支援が届いていない人への支援を早期 

に実施することを目的に設置された会議です。本人の同意の有無に関わらず、会議の 

構成員に守秘義務を設けることで、個々の事案の情報共有や地域における支援体制に 

ついて具体的な検討ができ、地域における必要な支援を円滑に実施していくことがで 

きます。さらに、本人が地域で安心安全に暮らしていけるよう必要に応じて支援を見 

直しながら、継続的な支援を実施することができます。（図６） 

また、支援に必要な体制や資源が不足しているなどの地域課題について、各関係機

関や地域支援団体等と課題を共有し、課題解決（地域づくり、資源の開発等）に向け

て検討していくことができます。 

     宇部市では、このセーフティネットうべ支援会議を、令和 4 年度から実施し、支援

の必要な人の把握や早期に支援につなぐ体制の構築に向けた取組を進めています。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援が届いていない方(生活困窮者・複合的課題を抱える世帯等)の把握・相談の促し
（生活相談サポートセンターうべ、福祉なんでも相談窓口のチラシの配布、声掛け等）

 ②相談連絡票を送付

水道局 教育委員会 地域住民(民生委員等)市関係各課

セーフティティネットうべ支援会議
～支援が届いていない方の早期発見・早期支援のしくみづくり～

福祉総合相談センター（多機関協働事業）

民間事業所

支援会議
（生活困窮者自立支援法、社会福祉法）

個別ケース会議

支援者に
情報提供

 ①
関係機関 医療機関 警察

本人同意がある

ケース会議

本人同意がない

適正な関係機関による支援
つなぐつなぐ

支援の介入がある

支援状況（滞納状況）等の確認

支援の介入がない

支援継続
 

図 6 セーフティネットうべ支援会議 
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重層的支援体制整備事業の中で規定されている会議です。関係機関との情報共有につ

いて本人同意を得た方で、単独の機関だけでは支援が困難な複合的課題を抱える方に

ついて、関係機関で情報共有や関係機関間の役割分担を行い、支援プランの共有・適正

性の協議、プラン終結時の評価、社会資源の把握と開発に向けた協議等を行います。 

 

 

👉 重層的支援会議とは？ 

 重層的支援会議（重層的支援体制整備事業の中に規定） 

 



 

 

 

 

 

 

 
 

 

👉 支援会議のイメージは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 参加支援 
 属性を問わない相談窓口「福祉なんでも相談窓口」によりアウトリーチを通じた継続 

支援と参加支援を一体的に実施し、支援の届いていない人を早期に発見し、社会参加に

向け、継続した支援を実施しています。 

また、孤立や８０５０問題等既存の社会資源では対応できないニーズに対しては、地 

域づくりに向けた支援における地域関係機関と連携し、支援を必要とする方のニーズと

地域の社会資源や支援メニューをコーディネートし、社会とのつながりや就労等といっ

た社会参加を支援する仕組みづくりを進めます。（図７） 

高齢80歳代の母親と50歳代の長男の2人世帯

長男は長期にひきこもり状態にあり仕事はしていません。長男は夜中に奇声を発す
るなど精神疾患が疑われます。世帯の生計は母親の年金で賄っているが、家賃（市
営住宅）の滞納があるようです。母親は認知症が疑われるものの、状況ははっきり
していません。近隣住民は2人の生活を心配しています。

会議後、支援開始となりました。
支援が届いていない方に、早期に支援を届けます。

これまでは本人の同意がないと会議を開催でき
ませんでしたが、同意がなくても必要に応じて
支援会議を開催し、関係機関が情報共有・協議
できるようになりました。

地域包括支援センター
（福祉なんでも相談窓口）

高齢者総合支援課

多機関協働事業
（福祉総合相談センター）に相談

支援会議

関係機関で支援の方向性を協議し、
役割分担・支援を実施します。
必要に応じて、再協議します。

障害福祉課

民生委員・児童委員

水道局

地域・保健
福祉支援チーム

住宅課

収納課

市民税課

保険年金課

支援の開始

社会福祉協議会

■世帯全体について関係機関で情報共有し、
支援の方向性の決定と、役割分担を行います。

■多機関が集まることで情報の整理、必要な
制度等検討しやすくなりました。

 

社会福祉法第 106条の 6に規定されている会議です。本人同意のない方について、 

会議の構成員に守秘義務を設けることで、潜在的な課題を抱える人に関する情報の共

有等を可能になります。地域における関係機関等がそれぞれ把握していながらも支援

が届いていない方について、情報共有し検討することで、早期に必要な支援を実施し

ていくためのものです。 

支援会議（社会福祉法第 106条の 6） 
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目標２：支援の重層化 

👉 支援会議とは？ 

 



図７ 支援の重層化（参加支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
① 福祉なんでも相談窓口  

属性を問わない相談窓口「福祉なんでも相談窓口」を設置し、社会的孤立や８０５０問 

題等既存の社会資源では対応できないニーズに対し、関係機関と連携を図りながら、地域 

の社会資源や支援メニューをコーディネートし、社会とのつながりや就労等といった社会 

参加を支援していきます。相談を受ける中で、利用者のニーズや課題など丁寧に把握し、 

本人と支援メニューのマッチングを行っていきます。 

また、社会参加後も本人の状態や希望に沿った支援が実施できているかフォローアッ 

プやサポートなど伴走支援をしていきます。 

 

 

 

設置場所 

高齢者総合支援センター10か所 

障害関係事業所 4カ所、社会福祉協議会 

（委託設置） 

主管課 地域福祉課 

目 標 

就労等社会参加につながった年間実件数 
現状値（R4.3） R8 目標値 

０ 50 件 

目標の基本に 

なっている計画 
― 

参加支援

市プラットホーム

協働

支援の重層化により社会参加等
多様な支援を行います。

福祉なんでも相談窓口
ご本人のニーズの確認

社会参加に向けた支援

就労等多様な社会参加の実現

障害者相談事業所障害者就業・

生活支援センター

ふらっとコミュニティ

ひだまり

発達障害等支援センター

そらいろ
地域の居場所（ご近
所福祉サロン等）

JOBSTA

ハローワーク

生活相談

サポートセンター

民間事業所
企業
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Ⅲ 地域づくりに向けた支援 【設置形態（拠点の類型）：基本型事業・拠点】  
これまで、地域住民と生活支援コーディネーター、地域・保健福祉支援チーム（※３）、

高齢者総合相談センター（地域包括支援センター）、地域の支援者（民生委員・児童委員、

福祉委員等）等が協働し地域課題の解決に向けた取組を進めてきました。 

しかしながら、既存の社会資源だけでは対応できないニーズ（制度の狭間のニーズ等）

が生じてきたことから、住民による支え合いのネットワークと分野を超えた多機関協働

のネットワークをつなげることで、対象者のニーズや課題に応じた新たな社会資源（通

いの場、担い手、中間就労、居場所、見守り等）を創出し、地域づくりに向けた支援を

強化していきます。（図８） 

 

図８ 地域ネットワークの重層化（地域づくりに向けた支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

👉 ※３ 地域・保健福祉支援チームとは 

 

 

地域への巡回や話し合いを通じて、住民の自主的・主体的なまちづくりや健康づく

り・地域課題の解決に向けた取組を支援するため、地域支援員と保健福祉専門職

（保健師等）がチームとなり、全 24地区に配置されています。 

 

 

地域・保健福祉
支援チーム（※３）

社会福祉協議会
（生活支援コーディネーター）

地域包括支援センター
（福祉なんでも相談窓口）

地域住民による
支え合いのネットワーク身近な

支援の
担い手

支援が
必要な人ゴミの分別

が難しい

買い物に
行けない

歩いて行ける
サロンがない

分野を超えた
多機関協働の
ネットワーク

子育てで
困っている

バス停が遠くて
通院が不便

地域課題を解決するための会議
（地域支え合い会議等）

＊通いの場や就労等
必要な社会資源の
創出

＊担い手の育成
＊地域支え合いの
取組の強化 等

地域づくりに向けた支援 地域ネットワークの重層化により
支え合いの地域づくりを進めます。

連携・支援

共創

地域だけでは解決でき
ない地域課題や必要な
社会資源の把握

地域の

支援者・
支援機関
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目標３：地域ネットワークの重層化 

※３ 



① 地域介護予防活動支援事業（ご近所福祉サロンの立ち上げ・活動支援） 
「仲間・生きがいづくり」、「介護予防」、「健康の保持・増進」を目的に、地域団体や  

社会福祉法人等と協働しながら、身近な地域で誰もが気軽に集い、様々な交流及び活動 

を行う地域福祉の拠点（ご近所福祉サロン）の立ち上げや活動を支援します。 

 

 

② 生活支援体制整備事業（生活支援コーディネーターの配置） 

生活支援コーディネーターを配置し、住民主体の活動への参加促進を図ります。 

関係機関と連携した支援により、地域支え合い会議の開催、助け合い活動やサロン活動 

 の実施の拡充を図ります。 

 

 

③ 地域活動支援センター事業（基礎的事業のみ） 

 障害のある人が社会参加の第一歩を踏み出せるよう、在宅の障害者に対して通所に 

よる創作活動や社会との交流の促進のための事業を行います。 

 

 

 

 

 

 

設置場所 宇部市社会福祉協議会（運営委託） 主管課 地域福祉課 

目 標 

ご近所ふれあいサロン年間延べ参加者数 
現状値（R4.3） R8 目標値 

80,508 人 123,800 人 

目標の基本に 

なっている計画 
第二次宇部市地域ふくしプラン 

設置場所 宇部市社会福祉協議会（委託配置） 主管課 地域福祉課 

目 標 

不足している社会資源の創出数（累計） 
現状値（R4.3） R8 目標値 

―     50 件 

目標の基本に 

なっている計画 
－ 

設置場所 宇部市社会福祉協議会（委託設置） 主管課 障害福祉課 

目 標 

地域活動支援センター年間延べ利用者数 
現状値（R4.3） R8 目標値 

０人     120 人 

目標の基本に 

なっている計画 
－ 
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④ 地域子育て支援拠点事業 
乳幼児とその保護者が気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中での交流や情報交換、育児 

相談を行う場を設置し、子育てに対する不安や負担感を緩和し、子どもの健やかな育ち 

を支援します。 

 

⑤ 生活困窮者支援等のための地域づくり事業 

生活困窮者等が通いの場や就労等へ社会参加する際のニーズに対応できるよう、企業、 

事業所等と協働し、地域ニーズにあった資源の創出を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置場所 
子育てサークル 

（直営１か所・委託 5か所・補助 2か所） 
主管課 

保育幼稚園課 

こども政策課 

目 標 

子育て支援拠点施設の年間延べ利用者数 
現状値（R4.3） R8 目標値 

 36,545 人    70,000 人 

目標の基本に 

なっている計画 
第五次宇部市総合計画 前期実行計画 

設置場所 宇部市社会福祉協議会（委託） 主管課 地域福祉課 

目 標 

企業、事業所による社会資源の創出（累計） 
現状値（R4.3） R8 目標値 

―     10 件 

目標の基本に 

なっている計画 
― 
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５ 庁 内 連 携 

 
重層的支援体制整備事業を実施するにあたり、また、この計画の策定にあたっても、縦

割りではない、分野を超えた横断的取組を推進するため「庁内連携会議」を組織し、各関

係課が所管する事業について現状や課題について情報共有し、目指すべき姿等について、

協議を積み重ねてきました。 

今後は、セーフティネットうべ支援会議等を通じて課題を抽出し、各分野の合議体（協

議会等）に諮り、政策化を図ります。また、分野別合議体で解決できない複合化・複雑化

した課題（8050問題や、ダブルケア、ヤングケアラー、ひきこもり、自殺等）については、

庁内連携会議に諮り、政策化を進め課題解決に努めます。 

   

 

【計画策定メンバー】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 計画の評価と見直し 

 
 庁内連携会議を中心に、本計画の進捗状況の確認や見直しの検討を毎年行い、重層的支

援体制の構築を進めていきます。 
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こども未来部 こども政策課 

 こども支援課 

 保育幼稚園課 

健康福祉部 障害福祉課 

 高齢者総合支援課 

 健康増進課 

 地域福祉課 
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宇部市重層的支援体制整備事業実施計画 

健康福祉部 地域福祉課 

〒755-8601 山口県宇部市常盤町一丁目 7 番 1 号  

TEL：０８３６－３４－８３９３ 

FAX：０８３６－２２－６０２６ 

e-mail：chi-fuku@city.ube.yamaguchi.jp 

 

 

 


